
整
備
事
業
、
同
報
無
線
デ
ジ
タ

ル
化
整
備
事
業
、
地
方
交
付
税
の

振
り
替
え
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策

債
６
・
５
億
円
の
借
り
入
れ
な
ど

に
よ
り
、
４
年
連
続
で
20
億
円
を

上
回
る
借
入
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、

年
度
末
の
市
債
残
高
は
２
１
０
億

円
を
超
え
る
見
込
み
で
す
。

の
民
生
費
は
、
成
年
後

見
セ
ン
タ
ー
の
設
置
や

高
齢
者
運
転
免
許
証
自
主
返
納
支

援
事
業
な
ど
の
新
規
事
業
を
実
施

し
ま
す
。
ま
た
、
副
食
費
の
減
免

や
こ
ど
も
医
療
費
の
無
料
化
も
引

き
続
き
実
施
し
、
子
育
て
世
代
の

経
済
的
負
担
を
軽
減
し
ま
す
。

　

総
務
費
は
、
ふ
る
さ
と
融
資
事

業
（
ウ
エ
ー
ブ
プ
ー
ル
）
や
行
政

サ
ー
ビ
ス
Ｉ
Ｃ
Ｔ
化
へ
の
取
り
組

の
個
人
市
民
税
は
、
雇

用
・
所
得
環
境
の
改
善

に
よ
り
若
干
の
増
額
で
す
が
、
法

人
市
民
税
は
、
市
内
企
業
の
業
績

後
退
に
加
え
、
税
制
改
正
な
ど
の

影
響
か
ら
、
市
税
全
体
で
は
前
年

度
対
比
７
・
７
％
の
大
幅
な
減
額

を
見
込
み
ま
し
た
。

　

財
源
の
調
整
分
は
、
財
政
調
整

基
金
（
貯
金
）
を
12
億
円
、
減
債

基
金
を
３
億
円
取
り
崩
す
こ
と
で

対
応
し
ま
す
。

　

県
支
出
金
は
、
産
地
パ
ワ
ー

ア
ッ
プ
事
業
や
地
域
産
業
立
地

事
業
な
ど
の
新
規
事
業
に
よ
り
、

32
・
５
％
の
大
幅
な
伸
び
と
な
り

ま
し
た
。

　

市
債
は
、
地
域
総
合
整
備
資
金

貸
付
事
業
や
放
射
線
防
護
施
設

歳
入

歳
出

　

令
和
２
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
は
２
１
３
億
７
千
万
円
で
す
。

　

新
た
な
拠
点
、
に
ぎ
わ
い
の
場
の
創
出
に
向
け
た
高
台
開
発
事
業
、
ウ
エ
ー
ブ
プ
ー
ル
建
設
に

対
す
る
資
金
貸
付
、
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
と
し
て
、
相
良
地
区
放
射
線
防
護
施
設
整
備
な

ど
の
予
算
付
け
を
し
、
３
年
連
続
２
０
０
億
を
超
え
た
積
極
型
予
算
と
な
り
ま
す
。

▼予算　一般会計 (市の行政運営の基

　本的な経費を経理する会計 )、特別

会計 (特定の事業を行うための会計 )、

企業会計 (民間企業と同様に独立採

　算で運営する会計 )の３つに分かれ

　ている

▼歳入　地方公共団体の会計年度にお

　けるすべての収入

自主財源　地方公共団体が自主的に

　収入できる財源。地方税、分担金お

　よび負担金、使用料、手数料、財産

　収入、寄附金など

依存財源　国や県から定められた額

　を交付されたり、割り当てられたり

　する収入。地方譲与税、地方交付税、

　国庫支出金、県支出金、地方債など

市税　市に収められた税金。市民税、

　固定資産税、軽自動車税、たばこ税

　など

繰入金　市の基金（貯金）などから

　一般会計へ入れるお金

諸収入　延滞金や預金利子、雑入な

　ど、他の歳入科目に含まれない収入

市債　国や金融機関などからの借入

　金（市の借金）。公共施設の整備な

　どの財源を調達するために借り入れ

　る

国庫支出金・県支出金　市町村が行

　う特定の事業に対して、国または県

　から交付されるお金

地方交付税　全国の市町村が標準的

　な行政サービスが行えるように国か

　ら市町村に交付されるお金。国税の

　うち、所得税、法人税、酒税、消費

　税などの一定割合の額を再配分する

　もの

▼歳出　地方公共団体の会計年度にお

　けるすべての支出

民生費　高齢者や障がい者にたいす

　る福祉や子育て支援など、安定した

　社会生活を保障するための経費

総務費　行政全般の事務などに関す

　る経費

衛生費　健康増進や疾病予防、環境

　保全など、市民の健康で衛生的な生

　活を維持するための経費

公債費　市債の元金や利子を支払う

　経費

消防費　常設消防（消防署の運営経

　費）、消防団活動の支援、防災対策

　のための経費

土木費　道路や河川など社会資本を

　整備するための経費

教育費　教育や生涯学習の充実、文

　化振興などのための経費

農林水産業費　農業振興のための支

　援や農業基盤整備のための経費

商工費　商工業や観光の振興、企業

　誘致、空港利用促進のための経費

議会費　市議会を運営するための経

　費

労働費　勤労者の福利厚生や雇用対

　策のための経費

災害復旧費　自然災害の被害を受け

　た施設などを復旧するための経費

予備費　予算編成時に予期しなかっ

　た支出に対応するための費用

み
、
公
共
交
通
に
係
る
経
費
、
移

住
・
定
住
に
係
る
補
助
金
を
計
上

し
ま
し
た
。

　

衛
生
費
は
、
婦
人
科
検
診
ク
ー

ポ
ン
券
事
業
を
実
施
し
、
受
診
率

向
上
を
図
り
ま
す
。
予
防
接
種
事

業
や
産
婦
健
診
・
産
後
ケ
ア
事
業

な
ど
も
実
施
し
、
妊
産
婦
の
支
援

を
図
り
ま
す
。

　

土
木
費
は
、
に
ぎ
わ
い
の
場
の

創
出
の
た
め
、
大
型
商
業
施
設
な

ど
を
含
め
た
相
良
牧
之
原
Ｉ
Ｃ
北

側
開
発
事
業
費
を
計
上
し
ま
し
た
。

細
江
地
区
の
浸
水
対
策
事
業
、
ふ

る
さ
と
体
験
の
森
公
園
多
目
的
広

場
・
駐
車
場
整
備
事
業
な
ど
も
実

施
し
ま
す
。
生
活
道
路
な
ど
を
改

良
す
る
空
港
隣
接
事
業
な
ど
も
引

き
続
き
実
施
し
ま
す
。

各会計の予算額

会計名 予 算 額 伸率

一般会計 213億7,000万円 5.1％

特別会計 99億3,588万円 △1.7％

国民健康保険 50億2,577万円 △2.9％

後期高齢者医療 5億2,724万円 6.4％

介護保険 43億6,834万円 △1.1％

土地取得 15万円 △62.2％

農業集落排水事業 1,438万円 4.9％

企業会計 14億2,750万円 0.0％

水道事業 14億2,750万円 0.0％

総合計 327億3,338万円 2.7％

＊水道事業会計の予算は収益的支出額と資本的支出額の合計。
＊総合計は一般会計、特別会計、企業会計の合計。

　

教
育
費
は
、
相
良
図
書
館
整
備

事
業
を
計
上
し
、
市
民
生
活
を
支

え
る
知
や
文
化
の
拠
点
お
よ
び
資

料
や
情
報
を
通
じ
て
市
民
が
出
会

う
場
の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。
ま

た
、
学
校
施
設
改
修
事
業
な
ど
に

よ
り
、
児
童
生
徒
の
教
育
環
境
の

整
備
を
図
り
ま
す
。

　

消
防
費
は
、
相
良
地
区
放
射
線

防
護
施
設
整
備
事
業
や
寄
子
防
災

広
場
整
備
事
業
、
消
防
団
詰
所
建

設
事
業
な
ど
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

防
潮
堤
の
整
備
事
業
も
実
施
し
、

市
民
の
安
全
・
安
心
に
取
り
組
み

ビ
ッ
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
本
格
化

　

キ
ー
ワ
ー
ド
は

用語解説

ま
す
。

　

農
林
水
産
業
費
は
、
防
霜
施
設

整
備
に
よ
る
圃
場
環
境
の
改
善
、

担
い
手
の
茶
業
経
営
の
支
援
、
た

め
池
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
を

す
る
ほ
か
、
昨
年
に
続
き
、
皇
室

に
静
岡
牧
之
原
茶
を
献
上
す
る
事

業
を
実
施
し
ま
す
。

　

商
工
費
は
、
企
業
立
地
に
対
す

る
補
助
金
、
地
域
お
こ
し
協
力
隊

の
拡
充
の
ほ
か
、
市
内
で
生
産
し

た
農
林
水
産
品
や
加
工
品
な
ど
の

展
示
・
販
売
を
行
い
、
地
場
産
業

の
振
興
を
図
り
ま
す
。

予算

自主財源
102億7,672万円 (48.1％)

歳入
213.7
億円

市税（35.2％）
　75億2,377万円

使用料・手数料など（0.6％）
１億2,273万円

分担金・負担金（0.8％）
　１億6,918万円

寄附金（0.9％） 
1億8,062万円

諸収入（2.1％） 
４億5,578万円

繰入金（7.1％）
　15億2,464万円

繰越金（1.4％）
　３億円

市債（13.6％）
　28億9,540万円

国庫支出金（9.3％）
　19億8,476万円

地方交付税（10.1％）
　21億5,000万円

県支出金（11.2％）
　24億0,282万円

地方消費税交付金（5.1％）
　10億9,100万円

地方譲与税（1.1％）
　２億4,430万円

その他交付金（0.7％）
　１億4,500万円

法人事業税交付金（0.8％）
　１億8,000万円

歳出
213.7
億円

民生費（29.8％）
　63億7,744万円

公債費（10.0％）
　21億3,329万円

土木費（8.4％）
　17億8,783万円

衛生費（11.0％）
　23億4,494万円

消防費（9.0％）
　19億1,892万円

総務費（12.7％）
　27億1,053万円

教育費（7.2％）
　15億5,135万円

農林水産業費（7.2％）
　15億4,136万円

商工費（3.7％）
　7億8,963万円

議会費（0.7％）
　１億4,568万円

労働費・予備費など（0.3％）
　6,903万円

依存財源
110億9,328万円 (51.9％)

「
動
」
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